
 

 

 

令和6年度  

 

 

 

鳥取県内のNPO法人の現状と課題に関する 

公開情報調査 報告書 

 

 

 

 
令和7年3月 

 

 

公益財団法人とっとり県⺠活動活性化センター 

 

 

 



1 

 

１．調査概要  

本調査は、鳥取県内の特定非営利活動法人（以下「NPO法人」とする。）の経営実態を
把握するため、NPO法人から鳥取県に提出され、鳥取県のホームページ内の「鳥取県の
NPO法人認証一覧」のページ（URL：https://www.pref.tottori.lg.jp/28024.htm）に掲載
の形で閲覧に供されている公開情報（事業報告書等に付随する決算情報）を年度ごとにデ
ータベース化し、集計・分析を行っているものである。  

今回の調査では、2024年度中に上記ホームページにリストアップされている287法人を
対象とした。ただし、法人によっては設立から1年以下で未決算の場合や、決算結果が公
表されていない法人もあった。それらは以下の集計からは除外している。  

以下では、昨年度調査と同様に、基本的な項目の集計結果を見たあと、各法人の活動計
算書（又は収支計算書・損益計算書等）及び貸借対照表から抽出した①から㉗データをも
とに算出した経営指標（以下の㉘から㊱）について概観し、経常収益規模別の財源内訳及
び経常経費規模別の経費内訳の特徴を示す。  
 
【活動計算書・損益計算書】  
①受取会費計（正会員会費／賛助会員会費／その他）  
②受取寄附金  
③受取助成金等  
④事業収益（介護／障がい者支援／その他委託事業／自主事業）  
⑤その他収益  
⑥経常収益計  
⑦事業費（人件費）  
⑧事業費（その他経費）  
⑨事業費計  
⑩管理費（人件費）  
⑪管理費（その他経費） 
⑫管理経費  
⑬経常費用計  
⑭当期経常増減額  
⑮経常外収益計  
⑯経常外費用計  
⑰当期正味財産増減額  
⑱前期繰越正味財産額  
⑲次期繰越正味財産額   
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【貸借対照表】  
⑳流動資産  
㉑固定資産  
㉒流動負債  
㉓固定負債  
㉔前期繰越正味財産  
㉕当期正味財産増減額  
㉖正味財産合計額  
㉗負債及び正味財産合計額  
 
【経営指標】  
㉘社会的支援収益比率 【（受入会費①+寄付金②+受入補助金等③）÷総収益（⑥+
⑮）】  
㉙経常損益比率【経常収益⑥÷経常費用⑬】  
㉚人件費比率【人件費（⑦+⑩）÷経常収益⑥】  
㉛収益率【当期正味財産増減額㉕÷総収益（⑥+⑮】  
㉜管理費比率【管理費⑫÷総費用（⑬+⑯）】  
㉝現預金比率【現預金⑳÷流動負債㉒】  
㉞支払い可能期間【流動資産⑳÷（経常費用⑬÷１２）】  
㉟自己資本比率【正味財産㉖÷総資産（⑳+㉑）】  
㊱正味財産・収益比率【正味財産㉖÷経常収益⑥】   
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２．集計・分析結果  

2-1 経常収益・経常費用等の集計結果  

表1-1は、経常収益計・経常費用計・当期経常増減額・正味財産合計額の４項目につい
て、今回（2024（令和6）年度）の調査対象法人の合計値・平均値・中央値・最大値・最
小値（2023（令和5）年度決算情報）の５つの統計指標を示したものである。  

表1-2は、表1-1と同じ項目・指標について、前回（2023（令和5）年度）の調査結果
（2022（令和4）年度決算情報）を示している。   

 

 

n=285 経常収益計 経常費用計 当期経常増減額  正味財産合計額

合計値 8, 323, 693, 210 8, 563, 572, 278 △ 239, 879, 068 3, 207, 346, 869

平均値 31, 058, 557 31, 953, 628 △ 895, 071 11, 967, 712

中央値 11, 046, 959 9, 636, 891 23, 085 1, 767, 958

最大値 389, 642, 991 621, 077, 147 55, 991, 883 188, 055, 551

最小値 0 0 △ 485, 295, 226 △ 332, 124, 878

n=285 経常収益計 経常費用計 当期経常増減額  正味財産合計額

合計値 8, 330, 570, 316 8, 216, 220, 635 117, 358, 856 3, 649, 128, 325

平均値 29, 230, 071 28, 828, 844 411, 785 12, 849, 043

中央値 9, 173, 854 9, 288, 021 3, 745 1, 570, 840

最大値 342, 918, 429 324, 693, 209 82, 041, 471 182, 607, 348

最小値 0 0 △ 48, 559, 339 △ 54, 571, 366

経常収益計 経常費用計 当期経常増減額  正味財産合計額

△ 6, 877, 106 347, 351, 643 △ 357, 237, 924 △ 441, 781, 456

100% 104% -204% 88%

1, 828, 486 3, 124, 784 △ 1, 306, 856 △ 881, 331

106% 111% -217% 93%

1, 873, 105 348, 870 19, 340 197, 118

120% 104% 616% 113%

46, 724, 562 296, 383, 938 △ 26, 049, 588 5, 448, 203

114% 191% 68% 103%

0 0 △ 436, 735, 887 △ 277, 553, 512

－ － 999% 609%

中央値

最大値

最小値

表1-1　 2024（ 令和6） 年度調査（ 2023（ 令和5） 年度決算）

経常収益・ 経常費用等集計結果

表1-2　 2023（ 令和5） 年度調査（ 2022（ 令和4） 年度決算）

経常収益・ 経常費用等集計結果

表1-3　 計上収益・ 経常費用等　 増減額・ 増減比率

（ 上段： 表1-1－表1-2　 ・ 　 下段： 表1-1/表1-2）

合計値

平均値
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表1-3では、表1-1と表1-2の差（増減額）と比（増減比率）を示した。対象法人数は前
年度と同数であり、合計値を見ると経常収益計はほぼ変化がなかった。一方で、経常費用
は増加傾向にあり、当期経常増減額は大きく減少し、前年度の倍以上のマイナス、正味財
産合計額も10％程度の減少なっている。  
 
2-2 経営指標の判定結果  

以下、(1)〜(9)では、過去の調査と同様に各種の経営指標ごとに一定の判定基準を設け
て「〇」「△」「×」の判定を機械的に行った結果をもとに、そのような判定となった団
体の数を集計して示している。  

なお、各項の表における表頭のH29〜R5は調査年度を表しており、各調査年度の対象デ
ータはその前年度の決算情報である。同表に基づく7年分の調査結果を積み上げ棒グラフ
（縦軸は団体数）で下側に示した。また、指標の計算に用いるデータが得られない団体は
判定の対象から除いているため、項目ごとに団体数が異なる。  
 
(1) 社会的支援収益比率  

【（受入会費①+寄付金②+受入補助金等③）÷総収益（⑥+⑮）】  
総収益に占める会費・寄付金・補助金の割合で示す社会的支援収益比率について、財源

の多様性があることが望ましいことを踏まえ、以下の基準で判定（×△〇）を行った。  
昨年度調査結果と比較すると、評価対象は11減で、「△」が減少（1減）し、「○」が４
減少、「×」6減少している。  
 
【判定基準】  
0〜 10%：×  

10〜 30%：△  
30〜 50%：〇  
50〜100%：△  
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(2)経常損益比率【経常収益⑥÷経常費用⑬】  
経常損益比率は、経常収益を経常費用で除した値で示し、収益が費用を上回る場合（い

わゆる「⿊字」のとき）に100%を超える値をとる。  
結果は以下のとおりで、「○」判定の団体が増加し、「△」判定の団体が減少、「×」

判定の団体も減少している。  
 

【判定基準】  
〜 90%：×  

90%〜100%：
△  
100%〜   ：〇  

 

 
(3)人件費比率【人件費（⑦+⑩）÷経常収益⑥】  
人件費比率は、人件費を経常収益で除した値で示し、経常収益のうちどの程度が人件費

に充てられているかを見ており、その比率が低い方が望ましいものとして判定している。  
今年度は「〇」が減少し、「△」が微増、「×」が微減している。  
 

【判定基準】  
90%〜    ：×  
70%〜 90%：△  
0%〜 70%：〇   
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(4)収益率【当期正味財産増減額㉕÷総収益（⑥+⑮】  
収益率は、当期正味財産増減額を総収益で除した値で示し、低い場合だけでなく高すぎ

る場合にも非営利団体としては問題があるものとして判定を行っている。  
今年度は、「○」が増加しているほか、「△」と「×」は減少している。  

 
【判定基準】  

〜 0%：×  
0%〜 5%：△  
5%〜 30%：〇  

30%〜 60%：△  
60%〜    ：×  
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(5)管理費比率【管理費⑫÷総費用（⑬+⑯）】  
管理費比率は、管理費を総費用で除した値、すなわち総費用に占める管理費の割合を示

す。本調査では管理費比率が低い（20%に満たない）場合もやや問題ありとして「△」の
判定としている。  

今年度は、「〇」と「×」が減少、「△」が増加している。  
 

【判定基準】  
0〜 20%：△  

20〜 50%：〇  
50〜 80%：△  
80〜100%：×  

 

 
(6)現預金比率【現預金⑳÷流動負債㉒】  
ここからは貸借対照表のデータでみる指標である。現預金比率は、現預金を流動負債で

除した値で、年度末の流動負債に対して現預金がどれだけ確保されているかを示してい
る。  
今年度は、「〇」が増、「△」と「×」が減で、やや改善がみられる。  

 
【判定基準】  
0%〜 80%：

×  
80%〜100%：
△  
100%〜   ：〇   
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(7)支払い可能期間【流動資産⑳÷（経常費用⑬÷12）】  

支払い可能期間は、流動資産が経常費用の1か月分に対してどれだけあるかを示す。  
今年度は、調査対象が13減少するなかで、「〇」が4増、「×」が5減、「△」は12減少

となっている。  
 
【判定基準】  
0%〜100%：×  

100%〜300%：
△  
300%〜    ：〇  

 

 
 
(8)自己資本比率【正味財産㉖÷総資産（⑳+㉑）】  

自己資本比率は、正味財産を総資産で除した値を示し、マイナスの場合（正味財産がマ
イナス）の場合は「×」判定、0〜50%の場合は「△」判定、50%を超える場合は「〇」判
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定としている。  
今年度は、「〇」が１6と大幅に減少、「△」も微減し、「×」が5増となっている。  

 
【判定基準】  

〜 0%：×  
0%〜 50%：△  
50%〜   ：〇  

 

 
 
(9)正味財産・収益比率【正味財産㉖÷経常収益⑥】  

正味財産・収益比率は、正味財産を経常収益で除した値を示す。この指標は、マイナス
の場合（正味財産がマイナス）の場合は「×」判定、0〜30%の場合は「△」判定、30%を
超える場合は「〇」判定としている。  

今年度は、「〇」「△」が減少し、「×」が増加している。  
 
【判定基準】  

〜 0%：× 
0%〜 30%：
△ 
30%〜   ：〇  
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2-3 団体規模別の分析  

 
(1)経常収益規模別財源内訳  

次に、団体の予算規模別で見た収益構造の違いを見てみる。以下の表3-1-1及び図3-1-1
は、経常収益の合計金額（経常収益が０円であるものを除く）で団体規模を分類し、その
区分ごとに財源となる収入の内訳を見たものである。例年通り、規模の小さい団体群で
は、会費の割合が比較的高いのに対し、規模の大きい団体群では事業収益が大部分を占め
る傾向にある。全体平均を前年度と比べると、受取会費、受取寄付金が増加し、助成金は
減少している。事業収益は大きな変化はなく、その他収益は微減している。   
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なお、各収益科目の金額が大きい団体（法人）は以下のとおりである。 
経常収益合計金額が大きい法人のように、金額に多少の増減があるほかには順位に変化

がないものがある一方で、金額に加えて順位に変動があったものもある。 
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順位 法人名 金額

1 山陰福祉の会 327, 424, 774

2 鳥取青少年ピ アサポート 313, 864, 343

3 あかり 広場 233, 607, 948

4 ever  gr een 213, 935, 411

5 就労支援センタ ー和貴の郷 194, 970, 852

表3-1-10　 R5　 事業収益の金額が大き い法人
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(2)経常費用規模別経費内訳  
続いて、経常費用規模別の団体の経費構造を見る。以下の表3-2-1及び図3-2-1は、経常

費用の合計金額（経常費用が0円であるものを除く）で団体規模を分類し、その区分ごと
に経費の内訳を見たものである。  

これも例年通り、規模の小さい団体群では、事業費（その他経費）の割合が大きく、規
模の大きい団体群では人件費（事業費、管理費）が大きくなる傾向にあり、「１億円以
上」になると、人件費の割合が下がっている。全体平均について前年度と比べると、すべ
ての項目で合計額は増加している。   
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３．まとめ  

以上、例年と同様の観点で、公開されているNPO法人の財務状況等の集計結果を示して
きた。今回調査対象となっている2023（R5）年度（決算期）は、コロナ禍が開け活動が再
開された団体がある中、引き続き活動休止中の団体や、解散を余儀なくされた組織もあっ
たようだ。また調査時に決算報告がなされていない組織も見受けられ、昨年度よりも統計
の⺟集団となる法人数が減少し、前年度までとの単純な比較が難しくなっている。 

 

 
 
本調査で分析した９つの経営指標の動向を改めて整理すると、表4のとおり、明確な改

善がみられるのは現預金比率と支払可能期間の二項目で、収益率も改善の傾向がみられ
る。他方で、自己資本比率と正味財産・収益比率は悪化の傾向が見られ、懸念点と言え
る。経常損益比率は、平均的な「△」が減少し、「〇」と「×」が増加するという両極化
の傾向がみられる。逆に、人件費比率と管理費比率は「〇」と「×」が両方減少するとい
う平均値への収束化の傾向が見られた。社会的支援収益率については考察が難しいが、
「〇」と「×」の減少が大きいことから、収束化の傾向と読めるかもしれない。 

2023（Ｒ5）年度はコロナ禍が終了したポスト・コロナ社会がはじまったと同時に、こ
れまで数十年間デフレ傾向にあった我が国の経済状況が、明確にインフレ傾向に転じるな
ど、外的環境の変化も起きた年であった。これらの変化は、これまで活動してきたNPO法
人にとっては、未知なる状況での組織運営が求められていたと思われる。 

2024（R6）年度には本県出身の石破茂氏が内閣総理大臣に就任するも、衆議院選挙では
与党が過半数割れするなど、政治的な変動もあった。自然災害もいつどこで起きるかわか
らない状況にある。このような中で県下のNPOがどのような経営状況にあるか、これまで
通り定点観測する意義は高く今後も続けるべきであろう。 

 
（文責：公立鳥取環境大学 経営学部 准教授 下境 芳典） 

指標 〇 △ × 計 傾向 前回
表2-1 社会的支援収益率 -4 -1 -6 -11 ？ ？
表2-2 経常損益比率 4 -6 -11 -13 二極化 悪化
表2-3 人件費比率 -10 1 -2 -11 収束化 悪化
表2-4 収益率 3 -4 -10 -11 改善 悪化
表2-5 管理費比率 -8 1 -5 -12 収束化 改善？

表2-6 現預金比率 5 -2 -7 -4 改善 改善？
表2-7 支払可能期間 4 -12 -5 -13 改善 ？
表2-8 自己資本比率 -16 -2 5 -13 悪化 改善？
表2-9 正味財産・ 収益比率 -8 -6 3 -11 悪化 ？

表4　 経営指標の変化傾向


